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　2013年の改正労働契約法の施行
で、有期労働契約が５年を超えて更
新された場合は、有期契約労働者が
希望すれば期間の定めのない労働契
約に転換される、いわゆる「無期転
換ルール」が導入されました。その
際、施行後８年を経過したとき、改
正で導入された無期転換ルールにつ
いて状況を勘案しつつ検討を加え、
必要があると認める際は、その結果
に基づいて適切な措置を講ずるとの
附則が設けられていました。
　また、勤務地限定正社員や職種限
定正社員等の「多様な正社員」は、
無期転換ルールによって有期雇用か
ら無期雇用となった社員の重要な受
け皿の１つとして期待されていると

②　無期転換前の雇止め
③　通算契約期間およびクーリング
期間
④　無期転換後の労働条件
⑤　有期雇用特別措置法の活用状況
⑥　その他
２　多様な正社員関係
①　雇用ルールの明確化
②　その他
３　その他
　必要に応じ、適宜論点を追加
●スケジュール
　その後、第２回、第３回の検討会
が開催され、企業および労働組合か
らのヒアリングが行なわれました。
秋以降を目処に報告書がとりまとめ
られる予定です。� ●▲

ころ、2019年６月に閣議決定された
規制改革実施計画において、2020年
度中に多様な正社員の雇用ルールの
明確化について検討を行なうことと
されていました。
　そこで厚生労働省は、多様化する
労働契約のルールに関する検討会を
設置し、雇用の多様化に対応するル
ール整備についての議論を行なって
います。
●示された論点
　第１回の検討会では、「検討会で
議論していただく論点（案）」とし
て、次の項目が示されました。
１　無期転換ルール関係
①　無期転換を希望する労働者の転
換申込機会の確保

多様化する労働契約の
ルール整備の議論始まる

●経済成長に向けた法整備
　自民党の経済成長戦略本部は、成
長戦略の策定における課題を整理
し、「経済政策の基本的考え方及び
成長戦略についての提言」としてま
とめました。
　具体的な論点として、人への投資
強化の一環としてフリーランス保護
についての法制面の措置、私的整理
による事業再生を円滑化するために
利便性の拡大に向けた法制面の検
討、大学改革に向けた新たな法的枠
組みを早急に検討し、次期通常国会
への提出を目指す等が挙げられてい
ます。
●子どもの権利擁護
　厚生労働省の子どもの権利擁護に
関するワーキングチームが提言をと
りまとめました。

　そのなかで、児童相談所が一時保
護等をする際に、子どもの年齢等に
合わせた適切な方法により、あらか
じめ子どもの意見を聴取することを
児童福祉法で義務化すべきとしてい
ます。
●犯罪被害者の二次被害防止
　刑事手続きで被害者の氏名等が被
疑者・被告人に知られて被害を受け
るおそれがあることから、上川陽子
法務大臣は被告人に対し、起訴状謄
本に代えて被害者の氏名等の記載の
ない起訴状抄本の送達を可能にする
ことなどを内容とする刑事訴訟法の
整備について法制審議会に諮問する
と述べました。
●地方議員のなり手不足対策
　地方議員のなり手不足が問題とな
っているなか、自民党は対策とし

て、自治体との取引がある個人事業
主が地方議員になることを禁じる兼
業規制を緩和するなど地方自治法の
改正を検討しています。
●大麻使用罪の導入
　大麻等の薬物対策のあり方検討会
が示したとりまとめ案では、大麻由
来成分を利用した医薬品の使用を認
める一方で、他の薬物法規と同様の
「大麻使用罪」を導入するという大
麻取締法の改正の方向が示されてい
ます。
●歳費返還への道筋
　公職選挙法違反で有罪となり、当
選が無効となった後も歳費を返還し
ない国会議員の事案を踏まえ、自民
党は歳費法の改正について検討する
プロジェクトチームの設置を表明し
ました。


